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  （百万円未満切捨て）

１．平成26年３月期の連結業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年３月期 9,139 △1.8 566 59.1 547 100.8 346 71.7 

25年３月期 9,315 △18.1 356 － 272 － 201 － 
 
（注）包括利益 26年３月期 347 百万円 （35.3％）   25年３月期 256 百万円 （－％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

26年３月期 59.56 － 9.9 5.0 6.2 

25年３月期 34.15 － 6.2 2.5 3.8 
 
（参考）持分法投資損益 26年３月期 △16 百万円   25年３月期 △5 百万円 
（注)当連結会計年度より表示方法の変更を行ったため、25年３月期連結会計年度について当該表示方法の変更を遡及適
用し、組替後の数値を記載しております。また、25年３月期連結会計年度の対前期増減率は、25年３月期連結会計年度と
24年３月期連結会計年度に遡及適用した組替後の数値に基づいて算定しております。 
 
（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

26年３月期 10,844 3,629 33.4 624.70 

25年３月期 10,891 3,340 30.6 574.94 
 
（参考）自己資本 26年３月期 3,629 百万円   25年３月期 3,340 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

26年３月期 △74 △425 △52 1,063 

25年３月期 1,521 △358 △768 1,520 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
25年３月期 － 0.00 － 10.00 10.00 58 29.2 1.8 
26年３月期 － 0.00 － 10.00 10.00 58 16.7 1.6 
27年３月期（予想） － 0.00 － 10.00 10.00   29.0   

 

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 4,200 △9.8 70 △57.0 50 △64.4 30 △55.5 5.16 

通期 8,800 △3.7 350 △38.2 300 △45.2 200 △42.2 34.42 
 

ynatori
新規スタンプ

ynatori
新規スタンプ



※  注記事項 
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年３月期 6,050,000 株 25年３月期 6,050,000 株 

②  期末自己株式数 26年３月期 239,684 株 25年３月期 239,684 株 

③  期中平均株式数 26年３月期 5,810,316 株 25年３月期 5,899,455 株 

 
 
（参考）個別業績の概要 

１．平成26年３月期の個別業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年３月期 8,915 △3.4 384 58.4 524 69.4 340 40.7 

25年３月期 9,234 △18.3 242 － 309 － 242 － 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 

26年３月期 58.62 － 

25年３月期 41.02 － 

 
（注）当事業年度より表示方法の変更を行ったため、25年３月期事業年度については当該表示方法の変更を遡及適用
し、組替後の数値を記載しております。また、25年３月期事業年度の対前期増減率は、25年３月期事業年度と24年３月
期事業年度に遡及適用した組替後の数値に基づいて算定しております。 
 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

26年３月期 8,242 3,362 40.7 578.72 

25年３月期 8,102 3,095 38.1 532.68 
 
（参考）自己資本 26年３月期 3,362 百万円   25年３月期 3,095 百万円 
 
２．平成27年３月期の個別業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 4,200 △8.4 30 △82.3 20 △80.8 3.44 

通期 8,500 △4.6 250 △52.3 170 △50.0 29.25 

 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取

引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

業績予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料Ｐ２～５の「１.経営成績・財政状態に関する分

析」をご参照ください。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府の経済政策を背景として株価の回復や円安が進み、業績改善・設

備投資の持ち直しとともに雇用・所得にも改善の動きが見られるなど、全体として緩やかな回復基調となりました。 

当業界におきましては、燃料油価格の高止まりに加えて円安の進行、長期化した海賊問題など、依然として厳し

い経営環境が続いております。 

このような状況のもと、当社グループでは高品質なサービスの継続と将来的に安定した収益確保を目指して、船

隊整備・ドル建て収入の拡大・財務体質の強化などの課題にグループ一丸となって取り組んだ結果、売上高は受託船

の受託運航契約への完全移行・一部業務見直しなどにより若干減少(前期比１億７千６百万円、1.8％減)となったも

のの、収益は大きく改善いたしました。 

 

当連結会計年度と前連結会計年度の連結業績比較は以下のとおりです。

 (百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

増減率(％)(自 平成24年４月１日 (自 平成25年４月１日

至 平成25年３月31日) 至 平成26年３月31日)

 売   上   高  9,315  9,139  △1.8 

 営  業  利  益  356  566  59.1  

 経  常  利  益  272  547  100.8  

 当 期 純 利 益  201  346  71.7  

(注)当連結会計年度より表示方法の変更を行ったため、前連結会計年度について当該表示方法の変更を遡及適用し、

組替後の数値を記載しております。 

 

また、主なセグメントごとの業績は以下のとおりです。

セグメント(百万円)

前連結会計年度 当連結会計年度

増減率(％)(自 平成24年４月１日 (自 平成25年４月１日

至 平成25年３月31日) 至 平成26年３月31日)

海 運 事 業
売 上 高 3,363   3,100   △7.8  

セグメント利益 548   741  35.3 

貿 易 事 業
売 上 高 2,678   2,327  △13.1 

セグメント利益 68   72  6.5  

洋上給油事業
売 上 高 2,857   3,248  13.6  

セグメント利益 101   91  △9.6  

船舶貸渡事業
売 上 高 414   462  11.5  

セグメント利益 △70   △7  -  
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当連結会計年度のセグメント別業績

海運事業

 海運事業につきましては、他社運搬船の受託契約完全移行により売上高は減少しております。セグメント利益は効

率運航によるコスト圧縮ならびに通常航路に加えて季節的要因によるスポットでの航海傭船契約の寄与などにより、

前期と比べ増益となりました。 
 

貿易事業 

 貿易事業につきましては、売上高はまぐろ類の委託輸入量減少ならびに食品関連販売業務の縮小などにより前期に

比べて減少いたしました。セグメント利益は適正な在庫調整によるコスト圧縮及び台湾子会社での外部取引増大など

が寄与し、前期と比べ増益となりました。 
 
洋上給油事業 

 洋上給油事業につきましては、販売数量の増加ならびに円安効果により売上高は前期を上回りましたが、仕入原価

の上昇を販売価格に転嫁できず、セグメント利益は前期と比べ減益となりました。 
 
船舶貸渡事業 

 船舶貸渡事業につきましては、６月に実施したドック修繕による不稼働期間の売上減少分をUSドル建て傭船料収入

が円安効果によりカバーし、前期に比べ増収となりました。 

 

次期につきましても、まぐろ漁業をとりまく環境は厳しさが継続するものと予想しております。当社グループは高

船齢超低温冷蔵船の代替を目的として平成27年９月に超低温冷蔵船就航を予定しておりますが、次期につきましては

新船就航による直接的効果は享受できません。円安傾向が継続し、ドル建てコストの上昇が見込まれることも予想さ

れますが、引き続き効率運航の徹底、対処すべき重点施策の完遂により安定利益確保を目指してまいります。 

次期は連結売上高88億円、連結営業利益３億５千万円、連結経常利益３億円、連結当期純利益２億円を見込んでお

ります。 

なお、次期業績見通しの主な前提といたしましては、通期の為替レートを１USドル110円、燃料油価格(各海域平

均価格 C重油)を１MT670USドルと設定しております。
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(2）財政状態に関する分析 

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べ４千７百万円減少し、108億４千４百万円となりました。こ

のうち流動資産は前連結会計年度末に比べ３億１千８百万円増加し、57億９千９百万円となりました。これは、現金

及び預金４億８千６百万円及び受取手形・海運業未収金及び売掛金４億２千４百万円などが減少したものの、短期貸

付金２億５千３百万円、立替金３億１千６百万円及び前渡金５億５千２百万円などが増加したことによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ３億６千５百万円減少し、50億４千４百万円となりました。これは投資その他

の資産の長期貸付金１億７百万円などが増加したものの、有形固定資産の船舶が、船舶減価償却費計上により４億３

千６百万円減少したことなどによるものです。 

  負債は、前連結会計年度末に比べ３億３千６百万円減少し、72億１千４百万円となりました。このうち、流動負債

は、前連結会計年度末に比べ３億７千万円減少し、28億７千７百万円となりました。これは短期借入金１億５百万円

及び海運業未払金及び買掛金３億円の減少などによるものです。固定負債は、前連結会計年度末に比べ３千４百万円

増加し、43億３千６百万円となりました。これは、社債の償還１億円及び特別船舶修繕引当金６千７百万円などが減

少したものの、長期借入金２億１千万円の増加によるものです。 

  純資産は、前連結会計年度末に比べ２億８千９百万円増加し、36億２千９百万円となりました。これは利益剰余金

２億８千７百万円の増加などによるものです。 

  この結果自己資本比率は、前連結会計年度末より2.8％上昇し33.4％となりました。 

 ② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ４億５千６百万円減少し、10億６千３百万円

となりました。 

 その内訳としましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益５億４千７百万円、現金

支出を伴わない減価償却費４億６千８百万円、売上債権の減少による４億２千４百万円などがあったものの、その他

流動資産の増加による△９億１千２百万円、仕入債務の減少による△２億８千５百万円などにより、△７千４百万円

となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付金の回収28億１千３百万円があったものの、貸付けによ

る支出32億１千１百万円などにより、△４億２千５百万円となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、長

期借入金による収入14億３千万円があったものの、長期借入金の返済による支出11億２千５百万円、社債の償還によ

る支出１億円、短期借入金の純減少額２億円などにより、△５千２百万円となりました。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  指    標 22年３月期 23年３月期 24年３月期 25年３月期 26年３月期 

① 自己資本比率 37.1％ 37.6％ 28.8％ 30.6％ 33.4％ 

② 時価ベースの自己資本比率 18.0％ 15.3％ 9.1％ 15.5％ 14.8％ 

③ キャッシュ・フロー対有利子負債比率 2.7年 4.9年 6.5年 3.5年 － 

④ インタレスト・カバレッジ・レシオ 13.1倍 8.5倍 8.5倍 14.3倍 － 

 自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ ： キャッシュ・フロー／利払い 

  （注1）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  （注2）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  （注3）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  （注4）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお    

ります。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要政策のひとつとして考えております。 

業績に連動した利益配当を実施することを基本方針としつつも、財政基盤の強化及び今後の事業展開に備えて内部留

保を行うとともに、安定した利益配当を実施してまいります。 

 当社は、機動的な配当政策及び資本政策を可能とするため、会社法第459条第１項規定に基づき、取締役会の決議

によって剰余金の配当を年２回行うことができる旨定款に定めておりますが、当面は中間配当を行わず期末日を基準

とした年１回の配当を継続してまいります。 

 当事業年度の配当は当初計画どおり期末配当10円を実施いたしたいと存じます。なお、次期につきましては連結経

常利益３億円を確保のうえ、当事業年度と同額の期末配当10円を予定しております。 
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(4）事業等のリスク

 当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクには以下のようなものがありま

す。

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 ① 事業内容について

 当社グループは主に「まぐろ」を中心として事業展開しており、まぐろを取り巻く外的環境、具体的には漁獲海域の制

限、漁獲量、資源管理、魚価、流通、消費者価格、消費量などの変動により、業績に影響が及ぶ可能性があります。

 ② 燃料油価格、為替レート、金利の変動

 A 燃料油価格

 当社グループ所有超低温冷蔵船の燃料費に直接影響が生じると同時に、まぐろ漁船の燃料費にも影響し、漁船主の経営

状態の変動が間接的な影響を及ぼす可能性があります。燃料油価格変動のリスクを抑制するために燃料油のコモディティ

デリバティブをＣ重油を対象に実消費の範囲のなかで一定水準の枠を設定し利用しております。

 B 為替レート

 当社グループの収入は傭船料収入を除き、運賃収入を含めてほぼ円建てであります。一方、燃料費、外国港費、外国人

乗組員給与などの費用の大部分はUSドル建てであり、外貨建て収益に比べて費用のバランスが大きく、USドルレートの変

動は業績に影響を及ぼす可能性があります。為替変動リスクを抑制するために為替予約を行っております。ヘッジ取引量

は全体額の一定水準の枠を設定し為替変動リスクの軽減を図っております。

 C 金利

 有利子負債のうち金利が変動することによって業績に影響を及ぼす可能性があります。一部の借入契約については金利

スワップを利用して借入金に対する金利変動リスクを抑制しております。

 ③ 法的規制等

 A まぐろ関連

 「マグロ類の資源保存及び最適利用の確保、持続的漁獲の維持」などを目的として、海域ごとにICCAT（大西洋まぐろ

類保存国際委員会）、IOTC（インド洋まぐろ類委員会）、IATTC（全米熱帯まぐろ類委員会）等の国際漁業管理機関が設

立され資源管理が行われております。また、日本の水産庁もこの国際的な潮流に従い日本への運搬、輸入等に監視管理・

指導を行っております。今後も規制はさらに強化される可能性もあり、短期的には事業及び業績に影響を及ぼすリスクが

あります。

 B 海運関連

 設備の安全性や船舶の安全運航のために、国際機関及び各国政府の法令、船級協会の規則等、様々な公的規制を受けて

おります。特に安全確保、環境保全において法規制の強化が図られ、これらの法規制を遵守するために、コスト増加の可

能性があります。法規制に対応できない場合は、活動が制限され、事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 C 貿易関連

 水産加工食品販売におきましては、衛生面での安全性や環境対策において法規制の強化が図られており充分な注意を払

っておりますが、活動が制限され事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

 ④ 国際的活動に潜在するリスク

 取引先は、日本はもとより、東南アジアを中心に多岐にわたっており、次のようなリスクが考えられます。

 A 予期しない法律または規制の変更

 B 不利な政治または経済要因

 C 船舶職員を含めた人材採用と確保の難しさ

 D 地政学的リスク

 E 投融資リスク

 ⑤ その他のリスク

 A 海賊行為

 インド洋での海賊行為が頻繁に発生し、船舶の運航ならびにまぐろ漁業が制限されており、事業及び業績に影響を及ぼ

しております。

 B 事業継続

 当社グループの本社機能は東京都港区にあり、このほかに国内には営業所などの拠点を有しておりません。大規模災害

などにより本社機能が喪失した場合、事業継続計画により台湾子会社をセンターとする仕組みを構築しておりますが、当

社グループの活動が大きく限定される可能性があります。
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２．企業集団の状況

 

※ 当連結会計年度に持分のすべてを売却したため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３．経営方針

 (1）会社の経営の基本方針

 当社グループは冷凍まぐろ運搬事業をわが国で最初に事業化し、日本の食文化に貢献することを経営理念とし

ております。業界のパイオニアとしての自負を持ち、社会的使命を自覚し、取引先よりいただいた信頼と貴重な

経験をもとに、経営資源の選択と集中を図り営業力の強化及び自由な発想が生まれる活発な職場環境を重視し、

成長を維持できる会社を目指します。

 

 (2）目標とする経営指標

当社グループは企業価値の増大を目指し、現時点においては安定した利益の継続的確保を最重要経営指標とし

ております。

 

 （3）会社の経営戦略と対処すべき課題

まぐろ類の漁獲不振・魚価低迷はまぐろ漁業者の経営を圧迫し、さらに円安と燃料油価格の高止まりは、漁業

界のみならず当業界にも大きなコスト増を強いる状況が続いております。かかる環境のなか、当社グループは顧

客ニーズに合致する高品質なサービス提供により、冷凍水産物運搬及びまぐろ漁業に関する事業領域にて安定し

た収益確保を第一として発展を目指し、企業価値の増大に努めるために以下の施策を重点的に講じてまいりま

す。

① 高品質なサービス提供

マーケティング情報提供など顧客とのコミュニケーションを密に図り、運航を主体とする海運事業、商品及び

サービス提供を主体とする貿易事業ならびに洋上給油事業、海外顧客へのトータルサービス部門としての台湾事

業部各々が専門分野に加えて他事業領域商品のセールスを積極的に行い、新たなサービス提供の創造を図りま

す。

② 次期船隊整備

コアビジネスの継続を目的として平成27年９月就航予定の超低温冷蔵船の建造をはじめ、高効率船との代替を

引き続き模索してまいります。

③ 台湾子会社の事業強化

グループの海外展開の礎として台湾という地理的優位性を活かし、海外漁船主に対して引き続き高付加価値サ

ービスの提供を継続し、独自の運搬船オペレーションや新規商材の開拓に注力し、外部売上高増大を図ります。

④ ドル建て収入の拡大

為替予約、コモディティ・デリバティブ契約に加え、ドル建てコスト実需に見合ったドル建て収入の拡大を継

続して図り、為替変動に対する耐性を強化すると同時に売上・収益の増加に結びつけます。

⑤ 財務体質の強化

更なる自己資本比率の改善を図るとともに、外部環境の変化にいち早く対応できるように内部留保の適正化を

目指します。今後も引き続き効率的キャッシュ・フロー経営のより一層の徹底を図り、有利子負債の抑制に努

め、財務体質の強化を図ります。

⑥ 企業の社会的責任への取り組み

従業員の行動指針を明文化した「私たちの行動基準」のもと、社員、役員の一人ひとりが法規則の遵守、社会

秩序の維持、社会への貢献などを理解、実践するよう教育・啓蒙し、船舶の安全運航と地球環境への配慮を行

い、今後もコーポレート・ガバナンス、内部統制システム、及びコンプライアンスの更なる向上に努めます。

⑦ 経営資源の選択と集中

課題の達成のため経営資源(人・物・金・情報など)の選択と集中の管理(調達、効率的運用)を行ってまいりま

す。
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４．連結財務諸表

（１）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

海運業収益 3,778,610 3,562,812 

海運業費用 3,074,027 2,584,347 

海運業利益 704,582 978,464 

貿易業収益 2,678,811 2,327,241 

貿易業費用 2,478,076 2,123,374 

貿易業利益 200,735 203,866 

洋上給油事業収益 2,857,735 3,248,966 

洋上給油事業費用 2,742,406 3,143,390 

洋上給油事業利益 115,329 105,575 

売上総利益 1,020,647 1,287,907 

販売費及び一般管理費 664,584 721,122 

営業利益 356,063 566,784 

営業外収益    

受取利息 45,459 72,641 

受取配当金 3,154 2,845 

デリバティブ評価益 26,781 － 

為替差益 22,692 52,079 

その他営業外収益 17,168 1,702 

営業外収益合計 115,256 129,269 

営業外費用    

支払利息 106,258 101,121 

持分法による投資損失 5,533 16,020 

貸倒引当金繰入額 65,953 431 

その他営業外費用 20,791 30,729 

営業外費用合計 198,536 148,303 

経常利益 272,782 547,750 

特別利益    

固定資産売却益 4,883 － 

特別利益合計 4,883 － 

特別損失    

固定資産除却損 684 139 

特別損失合計 684 139 

税金等調整前当期純利益 276,982 547,610 

法人税、住民税及び事業税 69,357 175,609 

法人税等調整額 6,128 25,928 

法人税等合計 75,486 201,538 

少数株主損益調整前当期純利益 201,495 346,072 

当期純利益 201,495 346,072 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 201,495 346,072 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,152 8,503 

繰延ヘッジ損益 51,386 3,965 

為替換算調整勘定 2,384 2,036 

持分法適用会社に対する持分相当額 104 △13,333 

その他の包括利益合計 55,027 1,172 

包括利益 256,523 347,244 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 256,523 347,244 

少数株主に係る包括利益 － - 
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（２）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 890,000 961,593 1,327,469 △14,851 3,164,211 

当期変動額           

当期純利益     201,495   201,495 

自己株式の取得       △34,300 △34,300 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 201,495 △34,300 167,195 

当期末残高 890,000 961,593 1,528,965 △49,151 3,331,406 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 14,743 △73,191 12,600 △45,847 3,118,363 

当期変動額           

当期純利益         201,495 

自己株式の取得         △34,300 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 

1,152 51,386 2,488 55,027 55,027 

当期変動額合計 1,152 51,386 2,488 55,027 222,223 

当期末残高 15,895 △21,805 15,089 9,179 3,340,586 
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当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 890,000 961,593 1,528,965 △49,151 3,331,406 

当期変動額           

剰余金の配当     △58,103   △58,103 

当期純利益     346,072   346,072 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）           

当期変動額合計 － － 287,969 － 287,969 

当期末残高 890,000 961,593 1,816,934 △49,151 3,619,376 

 

           

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 

その他の包括利益累
計額合計 

当期首残高 15,895 △21,805 15,089 9,179 3,340,586 

当期変動額           

剰余金の配当         △58,103 

当期純利益         346,072 

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額） 8,503 3,965 △11,296 1,172 1,172 

当期変動額合計 8,503 3,965 △11,296 1,172 289,141 

当期末残高 24,399 △17,840 3,792 10,352 3,629,728 
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（３）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,672,115 1,185,613 

受取手形・海運業未収金及び売掛金 1,584,449 1,160,118 

商品及び製品 218,257 221,831 

原材料及び貯蔵品 255,273 308,096 

立替金 556,521 872,892 

短期貸付金 766,626 1,020,054 

前渡金 296,809 849,589 

繰延税金資産 13,195 36,892 

その他 154,363 178,287 

貸倒引当金 △36,362 △33,527 

流動資産合計 5,481,249 5,799,848 

固定資産    

有形固定資産    

船舶 10,142,117 10,145,886 

減価償却累計額 △5,964,658 △6,405,069 

船舶（純額） 4,177,459 3,740,816 

建物及び構築物 383,443 389,318 

減価償却累計額 △230,944 △245,037 

建物及び構築物（純額） 152,498 144,281 

その他 77,634 79,302 

減価償却累計額 △64,609 △68,809 

その他（純額） 13,024 10,493 

土地 284,163 284,163 

有形固定資産合計 4,627,146 4,179,754 

無形固定資産 41,307 53,796 

投資その他の資産    

投資有価証券 118,881 132,129 

長期貸付金 466,061 573,350 

繰延税金資産 66,302 26,352 

その他 152,826 142,660 

貸倒引当金 △62,436 △63,840 

投資その他の資産合計 741,635 810,652 

固定資産合計 5,410,088 5,044,203 

資産合計 10,891,338 10,844,051 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

海運業未払金及び買掛金 1,133,977 833,219 

1年内償還予定の社債 100,000 100,000 

短期借入金 1,330,720 1,224,810 

前受収益 39,105 42,264 

未払法人税等 70,832 145,692 

賞与引当金 39,037 67,505 

役員賞与引当金 35,000 35,000 

その他 499,567 429,214 

流動負債合計 3,248,239 2,877,705 

固定負債    

社債 190,000 90,000 

長期借入金 3,752,950 3,963,810 

退職給付引当金 178,218 － 

退職給付に係る負債 － 169,181 

特別修繕引当金 87,371 19,653 

その他 93,973 93,973 

固定負債合計 4,302,513 4,336,617 

負債合計 7,550,752 7,214,323 

純資産の部    

株主資本    

資本金 890,000 890,000 

資本剰余金 961,593 961,593 

利益剰余金 1,528,965 1,816,934 

自己株式 △49,151 △49,151 

株主資本合計 3,331,406 3,619,376 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 15,895 24,399 

繰延ヘッジ損益 △21,805 △17,840 

為替換算調整勘定 15,089 3,792 

その他の包括利益累計額合計 9,179 10,352 

純資産合計 3,340,586 3,629,728 

負債純資産合計 10,891,338 10,844,051 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 276,982 547,610 

減価償却費 454,677 468,134 

持分法による投資損益（△は益） 5,533 16,020 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19,861 △1,430 

賞与引当金の増減額（△は減少） 28,037 28,468 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 35,000 － 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,740 － 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △9,037 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △148,948 － 

特別修繕引当金の増減額（△は減少） 74,543 △67,718 

受取利息及び受取配当金 △48,613 △75,487 

支払利息 106,258 101,121 

デリバティブ評価損益（△は益） △26,781 10,066 

為替差損益（△は益） △23,697 △101,396 

売上債権の増減額（△は増加） 433,020 424,330 

たな卸資産の増減額（△は増加） 177,382 △56,396 

仕入債務の増減額（△は減少） 338,478 △285,058 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △308,383 △912,478 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 177,870 △69,673 

その他 60,217 6,946 

小計 1,585,975 24,021 

利息及び配当金の受取額 49,784 76,329 

利息の支払額 △107,401 △76,666 

法人税等の支払額 △6,505 △97,913 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,521,853 △74,228 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の払戻による収入 － 60,000 

定期預金の預入による支出 △30,000 △30,000 

有形固定資産の取得による支出 △594,610 △23,269 

有形固定資産の売却による収入 25,033 － 

無形固定資産の取得による支出 △38,926 △25,589 

貸付けによる支出 △1,115,000 △3,211,268 

貸付金の回収による収入 1,398,970 2,813,486 

その他 △3,630 △9,355 

投資活動によるキャッシュ・フロー △358,162 △425,996 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △500,000 △200,000 

長期借入れによる収入 750,000 1,430,000 

長期借入金の返済による支出 △942,680 △1,125,050 

社債の発行による収入 98,590 － 

社債の償還による支出 △140,000 △100,000 

自己株式の取得による支出 △34,300 － 

配当金の支払額 △279 △57,935 

財務活動によるキャッシュ・フロー △768,668 △52,985 

現金及び現金同等物に係る換算差額 16,194 96,708 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 411,216 △456,501 

現金及び現金同等物の期首残高 1,108,908 1,520,125 

現金及び現金同等物の期末残高 1,520,125 1,063,623 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

   直近の有価証券報告書（平成25年６月27日提出）における記載から重要な変更がないため記載を省略しておりま

す。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

 その他事業に係る不動産事業収益は、従来は売上高として計上しておりましたが、当連結会計年度より営業外収益

に計上するとともに、関連する原価を営業外費用に計上する方法に変更しております。

 これは、前連結会計年度におきまして不動産事業に係る主賃貸物件を売却したことに伴い、不動産事業の重要性

が低下したため、表示方法を変更したものであります。

 この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、売上高の「その他事業収益」に表示していた2,997千円

は、営業外収益の「その他営業外収益」に、売上原価の「その他事業費用」に表示していた464千円は営業外費用の

「その他営業外費用」にそれぞれ組替えております。

 

（連結貸借対照表）

 前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「前渡金」は、資産の総額の100分の５を超え

たため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度

の連結財務諸表の組替えを行っております。

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「その他」に表示していた451,173千円

は、「前渡金」296,809千円、「その他」154,363千円として組替えております。

 

 前連結会計年度において表示していた「退職給付引当金」は「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26

号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針（企業

会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。）の適用に伴い、当連結会計年度より、「退職給付に係る負債」と

して表示しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、表示の

組替えは行っておりません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

 前連結会計年度において表示していた「退職給付引当金の増減額」は「退職給付に関する会計基準」（企業会計

基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。）の適用に伴い、当連結会計年度より、「退職給付に係

る負債の増減額」として表示しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い従っており、表示の組

替えは行っておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

      １．報告セグメントの概要

  当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

 当社グループは本社に事業・サービス別の部門を置き、各部門は、事業の内容について国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

 したがって、当社グループは、業務部門を基礎として業務・サービス別のセグメントから構成されており、

「海運事業」、「貿易事業」、「洋上給油事業」及び「船舶貸渡事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。

 「海運事業」は、超低温冷蔵船の運航及び傭船業務、蓄養まぐろ加工運搬業務をしており、「貿易事業」は、

輸出入貿易業務、冷凍まぐろ輸入代行業務、冷凍まぐろ販売業務をしており、「洋上給油事業」は、漁船向け燃

油給油業務をしており、「船舶貸渡事業」は船舶貸渡業務をしております。

 当連結会計年度から、不動産事業の重要性が低下したため、従来は売上高及び売上原価として表示していた当

該事業にかかる収益及び費用を、営業外損益に計上する方法に変更しております。これに伴い、当該事業を報告

セグメントから除いております。

 なお、前連結会計年度のセグメント情報は、当該変更を遡及適用しております。

      ２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価額に基づいております。

   ３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日）

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注１） 
（注２） 

連結 
財務諸表 
計上額   海運事業 貿易事業 

洋上給油
事業 

船舶貸渡
事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 3,363,844 2,678,811 2,857,735 414,765 9,315,157 － 9,315,157 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ － － － － － － 

計 3,363,844 2,678,811 2,857,735 414,765 9,315,157 － 9,315,157 

セグメント利益又は損

失（△） 
548,085 68,465 101,214 △70,142 647,622 (291,559) 356,063 

セグメント資産 4,432,984 2,580,086 1,252,253 2,044,986 10,310,311 581,027 10,891,338 

その他の項目              

減価償却費 221,459 3,499 2,453 224,394 451,808 2,869 454,677 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
614,768 12,410 7,447 4,269 638,895 10,461 649,357 

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額291,559千円には、セグメント間取引消去15,000千円、各

報告セグメントに配分していない全社費用306,559千円が含まれております。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２. セグメント資産の調整581,027千円は、全社資産の金額であります。なお、全社資産の主なもの

は、提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券等であります。

３. 減価償却費の調整額2,869千円は、特定のセグメントに帰属しない全社資産の減価償却費でありま

す。

４. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額10,461千円は、特定のセグメントに帰属しない全

社資産の増加額であります。

５. セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自平成25年４月１日  至平成26年３月31日）

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注１） 
（注２） 

連結 
財務諸表 
計上額   海運事業 貿易事業 

洋上給油
事業 

船舶貸渡
事業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 3,100,027 2,327,241 3,248,966 462,784 9,139,020 - 9,139,020 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
- - - - - - - 

計 3,100,027 2,327,241 3,248,966 462,784 9,139,020 - 9,139,020 

セグメント利益又は損

失（△） 
741,576 72,972 91,478 △7,778 898,249 (331,464) 566,784 

セグメント資産 5,746,407 1,732,970 1,011,378 1,808,482 10,299,238 544,812 10,844,051 

その他の項目              

減価償却費 226,840 5,107 5,079 226,094 463,121 5,012 468,134 

有形固定資産及び無形固

定資産の増加額 
27,636 13,717 6,160 9,145 56,659 14,937 71,596 

（注）１. セグメント利益又は損失（△）の調整額331,464千円には、セグメント間取引消去16,200千円、各

報告セグメントに配分していない全社費用347,664千円が含まれております。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２. セグメント資産の調整額544,812千円は、全社資産の金額であります。なお、全社資産の主なもの

は、提出会社での余資運用資金（現金及び預金）、投資有価証券等であります。

３. 減価償却費の調整額5,012千円は、特定のセグメントに帰属しない全社資産の減価償却費でありま

す。

４. 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額14,937千円は、特定のセグメントに帰属しない全

社資産の増加額であります。

５. セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 

前連結会計年度

（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 574.94円 624.70円

１株当たり当期純利益金額 34.15円 59.56円

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前連結会計年度

(自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日)

当連結会計年度

(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

当期純利益金額（千円） 201,495 346,072

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 201,495 346,072

期中平均株式数（株） 5,899,455 5,810,316

 

 

（重要な後発事象）

平成26年４月24日開催の取締役会において、当社の連結子会社PANAMA TRL S.A.にて超低温冷蔵運搬船１隻（国

際総屯数 約4,710屯）の建造を決議いたしました。当社グループの船団の整備・充実を図り将来に亘り顧客への

安定的なサービスの提供を図るためであります。

なお、建造価格は約24億円、平成27年８月竣工の予定であります。
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